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独立行政法人
家畜改良センター

第２２期 事業年度（令和４年度）

決 算 報 告 書

自　 令和  ４年   ４月  １日
至 　令和  ５年   ３月３１日



予算の区分に基づく決算報告書

予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考

収入

前年度からの繰越金 838 268 570 注１ 0 0 0 56 56 0 0 0 0

運営費交付金 5,040 5,040 0 334 334 0 515 515 0 511 511 0

施設整備費補助金 200 167 33 注２ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託収入 111 52 59 注３ 13 13 0 11 39 -29 注１１ 70 85 -15 注１１

諸収入 925 1,189 -264 19 24 -5 7 18 -11 6 11 -5

農畜産物売払代 923 1,176 -254 注４ 18 22 -4 注８ 7 18 -11 注１２ 6 10 -4 注１３

その他の収入 3 13 -10 注５ 1 2 -1 注９ 0 0 0 0 1 -1 注１４

計 7,114 6,716 398 366 371 -5 589 629 -40 588 607 -20

支出

業務経費 2,041 2,119 -78 88 105 -17 139 143 -4 144 162 -18

うち家畜改良関係経費 2,041 2,119 -78 88 105 -17 注１０ 0 0 0 113 128 -15 注１０

種畜検査関係経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料作物種苗関係経費 0 0 0 0 0 0 139 143 -4 0 0 0

技術の普及指導関係経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31 34 -4 注１０

家畜個体識別関係経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設整備費 341 167 175 注６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受託経費 111 52 59 注３ 13 13 0 11 39 -29 注１１ 70 85 -15 注１１

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 4,316 3,516 800 注７ 284 269 14 378 362 16 434 354 80 注７

計 6,808 5,854 955 384 387 -3 528 544 -16 648 601 47

（単位：百万円）

区 分
全国的な改良の推進 飼養管理の改善等への取組 飼料作物種苗の増殖・検査 調査・研究及び講習・指導
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予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考

収入

前年度からの繰越金 38 38 0 49 49 0 0 0 0 982 411 570 注１

運営費交付金 111 111 0 266 266 0 0 0 0 6,778 6,778 0

施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 200 167 33 注２

受託収入 0 0 0 12 29 -17 注１１ 0 0 0 216 218 -2

諸収入 0 0 0 0 1 0 0 0 0 957 1,243 -285

農畜産物売払代 0 0 0 0 0 0 0 0 0 953 1,226 -273 注４

その他の収入 0 0 0 0 1 0 注１６ 0 0 0 4 17 -13 注５

計 150 150 0 327 344 -17 0 0 0 9,132 8,816 316

支出

業務経費 125 36 89 221 112 109 0 0 0 2,758 2,677 81

うち家畜改良関係経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,242 2,352 -110

種畜検査関係経費 109 19 90 注１５ 0 0 0 0 0 0 109 19 90 注１５

飼料作物種苗関係経費 16 18 -1 注１０ 0 0 0 0 0 0 155 160 -5

技術の普及指導関係経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31 34 -4 注１０

家畜個体識別関係経費 0 0 0 221 112 109 注１７ 0 0 0 221 112 109 注１７

施設整備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 341 167 175 注６

受託経費 0 0 0 12 29 -17 注１１ 0 0 0 216 218 -2

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 108 98 10 154 157 -3 0 0 0 5,673 4,756 917 注７

計 233 134 99 387 298 89 0 0 0 8,989 7,818 1,170

計
区 分

家畜改良増殖法等に基づく事務 牛トレーサビリティ法に基づく事務
センターの人材・資源を活用した外部支

援
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予 算 額 決 算 額 差 額 備考 予 算 額 決 算 額 差 額 備考

収入

前年度からの繰越金 1 1 0 983 412 570 注１

運営費交付金 1,056 1,056 0 7,834 7,834 0

施設整備費補助金 0 0 0 200 167 33 注２

受託収入 0 0 0 216 218 -2

諸収入 7 33 -26 964 1,275 -311

農畜産物売払代 0 0 0 953 1,226 -273 注４

その他の収入 7 33 -26 注１８ 11 50 -39 注１８

計 1,064 1,090 -26 10,196 9,906 290

支出

業務経費 0 0 0 2,758 2,677 81

うち家畜改良関係経費 0 0 0 2,242 2,352 -110

種畜検査関係経費 0 0 0 109 19 90 注１５

飼料作物種苗関係経費 0 0 0 155 160 -5

技術の普及指導関係経費 0 0 0 31 34 -4 注１０

家畜個体識別関係経費 0 0 0 221 112 109 注１７

施設整備費 0 0 0 341 167 175 注６

受託経費 0 0 0 216 218 -2

一般管理費 291 438 -147 注１９ 291 438 -147 注１９

人件費 917 857 60 6,590 5,613 977 注７

計 1,208 1,294 -87 10,196 9,112 1,084

＊　金額は百万円未満を四捨五入して表示しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

区 分
法　人　共　通 合　　　　計
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注１　　：　支出の財源とならなかった繰越金を決算額に計上していないため。

注２　　：　今年度完成予定分が、次年度完成予定となったことによる交付減のため。

注３　　：　業務の受託が、減少したため。

注４　　：　生乳の売払数量及び枝肉の出荷数量が、増加したため。

注５　　：　土地の割愛による入金があったため。

注６　　：　今年度完成予定分が、次年度完成予定となったため。

注７　　：　人事異動等に伴い、人件費の支払額が減少したため。

注８　　：　枝肉の出荷数量が、増加したため。

注９　　：　受取補償金の入金があったため。

注１０　：　諸収入の増加等を活用し、施設の改修・機械の更新などを実施することにより、業務基盤の充実及び業務の効率化を図ったため。

注１１　：　業務の受託が、増加したため。

注１２　：　種子の売払が、増加したため。

注１３　：　肉用牛及び枝肉の出荷数量が、増加したため。

注１４　：　中央畜産研修所の施設利用料が、増加したため。

注１５　：　他の事業に係る施設や設備の整備を優先したため。

注１６　：　広告掲載料が、増加したため。

注１７　：　システム改修の予算を次年度に繰越したため。

注１８　：　災害等の発生に伴い、損害保険金の受取額が増加したため。

注１９　：　情報セキュリティの強化などを実施することにより、法人基盤の強化を図ったため。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

令和５年６月26日 

 

独立行政法人家畜改良センター 

理 事 長  入 江 正 和  殿 

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人  

東京事務所 

 指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士   自動署名EL 

 
 

 
 

 指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士   自動署名Co1 

 

 

 

＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第39条の規定に基づき、独立行政法人    

家畜改良センターの令和４年４月１日から令和５年３月31日までの第22期事業年度の財務諸表（利益の処分に関す

る書類（案）を除く。以下同じ。）、すなわち、貸借対照表、行政コスト計算書、損益計算書、純資産変動計算書、

キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細書について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に準

拠して、独立行政法人家畜改良センターの令和５年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の監査の基準に準拠して監査を行った。

独立行政法人の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における会計監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、独立行政法人から独立しており、また、

会計監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重

要な虚偽表示をもたらす独立行政法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存

在は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要な虚偽表示の

要因とならない独立行政法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の有無につい

て意見を述べるものではない。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。独立行政法人の長の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に

おける独立行政法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 



財務諸表に対する独立行政法人の長及び監事の責任 

独立行政法人の長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に準拠して

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示のな

い財務諸表を作成し適正に表示するために独立行政法人の長が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における独立行政法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を

監視することにある。 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び誤謬並びに違法

行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤謬並びに違法行為により発生する可能性があり、

個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性がある

と判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・  不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査人の判断による。さらに、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・  独立行政法人の長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに独立行政法人の長によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・  財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

・  独立行政法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な虚偽

表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び独立行政法人の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。 

 

＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対する報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、通則法第39条の規定に基づき、独立行政法人家畜改良センターの令和４年４月１日から令和５年

３月31日までの第22期事業年度の利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び

決算報告書について監査を行った。なお、事業報告書について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書

に記載されている事項のうち、会計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1)  利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2)  事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、独立行政法人家畜改良センターの財政状態、運営状況及び

キャッシュ・フローの状況を正しく示しているものと認める。 

(3)  決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って、一定の事業等のまとまりごとに決算の状況を正

しく示しているものと認める。 

独立行政法人の長及び監事の責任 

独立行政法人の長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態、運営状

況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに独立行政法人の長による予算の

区分に従って、一定の事業等のまとまりごとに決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における独立行政法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を

監視することにある。 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業報告書（会計に

関する部分に限る。）が、財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているか、並びに決算

報告書が独立行政法人の長による予算の区分に従って、一定の事業等のまとまりごとに決算の状況を正しく示して

いるかについて、独立の立場から報告することにある。 

利害関係 

独立行政法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
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